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は   じ   め   に 

 
 

 

 我が国における循環型社会構築のため、「再生資源の利用の促進に関する法律(リサイク

ル法)」の改正が行われ、平成１２年６月に「資源の有効な利用の促進に関する法律(資源

有効利用促進法)」として公布され、平成１３年４月より施行された。この法律は廃棄物の

発生抑制（リデュース）、部品等の再使用（リユース）、使用済み製品等の原材料としての

再利用（リサイクル）を総合的に推進するため３Ｒの枠組みを整備したものであり、資源

有効利用促進法を始め、各種個別リサイクル法の制定が行われ、容器包装リサイクル法及

び家電リサイクル法の完全施行がなされているところである。 

他方、循環型社会形成推進基本法が平成１２年６月に公布され、事業者は製造から廃棄

までの責任を負う「拡大生産者責任」が明確化された。 

 このような状況を踏まえて、自転車業界は、廃棄物のリデュース、リユース・リサイク

ルの３Ｒに向けて、経済産業省・産業構造審議会（産構審）より示されている「品目別廃

棄物処理・リサイクルガイドライン」に対応するために、平成９年に策定した自転車製品

アセスメント・マニュアルガイドラインの改定を行うこととし、自転車メーカー及び学識

経験者、関係機関等で構成する検討委員会で電動アシスト自転車を追加するなどの改定を

行ったものである。 

 自転車業界は、この「ガイドライン」に示された考え方を参考に、自社にふさわしい「製

品アセスメントマニュアル」を作成し、３Ｒを目指し、製品づくりに反映していただけれ

ば幸いである。 
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          自転車製品アセスメント・マニュアルガイドライン 
 
  

Ⅰ．自転車製品アセスメント・マニュアルガイドライン 

 １．ガイドライン改定の目的 

 資源有効利用促進法及び産構審・品目別廃棄物処理リサイクルガイドラインの３Ｒに対

応するために、製品を構成する使用材料及び有害物質の使用状況等を明らかにして、今後

自転車製造事業者が行うべきリサイクル配慮のための設計段階・製造工程における製品ア

セスメントの指針を示し、具体的に製品づくりに反映させる実効性のあるガイドラインを

策定することを目的とする。 

 

 ２．対象製品 

 本ガイドラインにおける自転車の定義は、ＪＩＳに定められている分類に従って以下の

ものをいう。 

一般自転車 
スポーツ車（マウンテンバイク類形車を含む）、シティ車、

実用車、子供車、折りたたみ自転車 

幼児用自転車 幼児車 

自 
 

転  

車 

駆動補助機付 

自 転 車 

電動アシスト自転車（人の力を補うため電動機を用いるも

のに限る） 

 

 ３．対象製造事業者 

 「自転車製造業者」とは、国内において自転車の製造事業を行っている者とする。また、 

自転車製造業者は、関連する部品製造事業者、販売事業者、輸入事業者等との協力・連携

を密にして本ガイドラインの主旨の徹底を図ることが望ましい。 

なお、輸入事業者や外資系メーカーが資源有効利用促進法の３Ｒ配慮設計の義務対象へ

の進展によっては、対象事業者とする。 

 

 ４．用語の定義 
  ・「再生資源」 

使用済みの物品又は工場等で発生する副産物のうち有用なもので原材料として利用でき           

るもの又はその可能性のあるもの。 

  ・「再生部品」 

   使用済みの物品のうち有用なもので部品その他製品の一部として利用できるもの。 

  ・「指定再利用促進製品」 

一度使用され若しくは使用されずに収集され若しくは廃棄された後、その全部又は一部   

を再生資源又は再生部品として利用することを促進することが当該再生資源又は再生

部品の有効な利用を図る上で特に必要なものとして政令で定める製品。（電動アシスト

自転車が該当） 

  ・「指定再利用促進事業者」 

指定再利用促進製品の製造、加工、修理若しくは販売の事業を行う者。（電動アシスト

自転車製造メーカーが該当） 

  



 ・「処 理」 

分別、保管、収集、運搬、再生、処分等をいう。 

  ・「使用済み製品」 

それが一度使用され又は使用されずに収集され、若しくは廃棄された製品をいう。 
 

 ５．評価項目と判断基準の考え方 

 自転車製造事業者が自主的に取り組むべき、３Ｒに関する評価項目と判断の基準となる

べき考え方を以下に示す。 

 

評価項目 内     容 判 断 の 基 準 

(1)製品の工

夫 

 

 

 

 

 

(2)材料の工

夫 

 

 

(3)構造の工

夫 

 

 

(4)分別の工

夫 

 

 

(5)処理に係

わる安全性の

確保 

 

 

 

 

(6)安全性の

配慮 

製品の省資源化を図る工夫を行

う。 

 

製品・部品の長寿命化設計の工夫

を行う。また、繰り返しの使用、

部品の交換性を容易にする。 

 

自転車の部品に再生資源としての

利用が可能な材料を使用する。 

 

 

部品取り外しが容易である構造及

び取り付け方法の採用その他によ

り自転車の分離・分解を容易にす

る。 

合成樹脂製部品の材質名の表示、

二次電池のリサイクルマークの表

示、その他分別のための工夫を行

う。 

材料の毒性その他の特性に配慮す

ることにより、廃棄・再資源化処

理に係わる安全性を確保する。 

 

 

 

 

製品の省資源化、長寿命化並びに

再生資源の利用を促進する際に

は、上記(1)から(5)に則して自転

車の安全性及び耐久性その他の必

要な事情に配慮する。 

重量・部品点数の削減。 

材料・部品・製品の各レベルにおける省

資源化について従来品との比較。 

製品の耐久性について従来品との比較。 

部品交換・修理の容易性。 

材料・部品・製品の各レベルにおける長

期使用化について従来品との比較。 

再生資源としての利用の可能な材料は、

技術的・経済的に再生可能なものをい

い、将来の再生可能性についても配慮す

る。 

取り付け、取り外し容易な構造又は方法

については、部品の再利用等が必要なも

の（ハンドル、フレーム、チェーンケー

ス、車輪等）について優先的に実施する。 

材質名の表示についてはＪＩＳに基づ

く表示方法に従い実施する。 

 

 

処理に係わる安全性については、自転車

の素材を把握し、その材料と処理に係わ

る規制についてフォローし、処理に当た

って有害となる恐れのある物質の使用

を避けるように努める。また、処理に係

わる安全性につき、必要に応じ説明資料

の作成等について配慮する。 

安全性その他の必要事情とは、自転車の

安全性・耐久性等に係わる法規制・ＪＩ

Ｓ規格等をいい、自転車に本来要求され

る機能を損なうことのないよう配慮す

る。 



(7)技術の向

上 

 

 

 

 

 

(8)事前評価 

 

 

 

 

 

(9)情報の提

供 

 

 

(10)梱包の工

夫 

再生資源の利用を促進するため、

材料の選定、構造の設計等につい

て技術の向上を図る。 

 

 

 

 

製品の省資源化、長寿命化並びに

再生資源の利用の促進等に資する

ため、上記(1)から(5)に則して、

あらかじめ製品の評価を行う。 

 具体的には、「７．事前評価の 

 ガイドライン」(P.4)に示す 

自転車の構造、部品の取り外し方

法、部品の材質名その他の情報提

供に努める。 

 

製造・流通で使用する梱包材等の

簡素化に努める。 

事業者の特性に応じて次に例示する技

術を調査・研究・開発する。 

①再資源化が可能な材料部品への適用 

 に関する調査・研究・開発。 

②再資源化技術の調査・研究・開発 

 （分離・分解技術、選別技術、塗膜の 

  分離技術等） 

製品の設計に際して、省資源化、長寿命

化を考慮するとともに、製品が使用され

た後、再生資源としての利用の促進に資

するとともに、再利用部品の促進、廃棄

物の減量化及びその処理の容易化に配

慮する。 

製品の省資源化、長寿命化設計の意図並

びに再生資源としての利用に資する情

報を卸・小売業者、消費者等に可能な範

囲で提供する。 

繰り返し使用が可能な輸送・運搬用具の

使用と廃棄される梱包材の減少に努め

る。また、再生材の利用に努める。 

 

 

   

 ６．事前評価の実施方法 
 

  （１）自転車製造業者は、自社の事前評価の実施に関するマニュアルを設定し、積極的に 

     事前評価を行うものとする。 

  （２）自転車製造業者は、本社又は事業所に事前評価を実施する責任部署を設置し、事前 

     評価の実施及びその記録の保管を行う体制を整える。 

  （３）事前評価は、新製品を開発・設計する場合等、自転車製造事業者が必要と判断する 

     場合に実施される。事前評価は製品の開発・設計者又は開発・設計部門による評価 

     とその結果を取りまとめた記録等に基づく評価を行う任にある者・部門による評価 

     の２段階で実施されることが望ましい。 

  （４）事前評価の実施手順については、それぞれの製造事業者が製品の特性に応じて適当 

     と判断されるものを採用すべきである。その一例を以下に示す。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 



              《事前評価のフロー例》 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７．事前評価のガイドライン 

 自転車の特性に応じた適切な事前評価の評価項目及び評価基準について、下記のとおり

提示する。 

 

評 価 項 目 評   価   基   準 

省資源・長寿命化

の工夫 
 

 

材料・構造の工夫 

 

分別の工夫 

安全性への配慮 

１）製品の設計段階から省資源化のための材料・部品・製 

  品の工夫 
２）製品の設計段階から長寿命化のための材料・部品・製 

  品の工夫 

３）再生資源の利用の促進のための構造・材料の工夫 

４）製品の処理を容易にするための構造・材料の工夫 

５）再生資源の利用のための分別を容易にするための工夫 

６）処理に係る安全性への工夫 

７）安全性への配慮 

事 前 評 価 の 開 始 

① 個 別 項 目 評 価 

② 総 合 評 価 

③判 定 

④ 記 録 の 作 成 

⑤記録等に基づく評価 

（評価専門部署） 

⑥判 定 

改善の必要なし 

対応策の検討 

（設計変更等） 

改善の必要あり 

⑦事前評価の実施結果の記録 

事 前 評 価 終 了 

改善の必要あり 

改善の必要なし 

設
計
・
開
発
部
門
に
お
け
る
評
価 



 

  ＝評価基準の具体的な内容＝ 

 

  １）製品の設計段階から省資源化のための材料・部品・製品の工夫 
 

    製品の省資源化に関する評価 

     ・材料についての省資源化 

     ・部品についての省資源化 

     ・製品についての省資源化 

    〈評価方法〉 

      ①重量・部品点数等に関する従来製品等との比較で削減していること 

      ②材料・部品・製品の各レベルでの省資源化していること 

 

 

  ２）製品の設計段階から長寿命化のための材料・部品・製品の工夫 

 

    製品の長寿命化に関する評価 

     ・材料についての長寿命化評価 

     ・部品についての長寿命化評価 
     ・製品についての長寿命化評価 

     ・製品は耐久性が高められているか 

     ・製品は繰り返し使用が容易な構造となっているか 

     ・製品は部品の交換がどの程度容易な構造になっているか 

    〈評価方法〉 

      ①従来製品との比較で耐久性が高められていること 

      ②部品交換・修理が従来製品との比較で容易な構造となっていること 

      ③材料・部品・製品の各レベルで長寿命化していること 

 

 

  ３）再生資源の利用の促進のための構造・材料の工夫 

 

    ・リサイクルが可能な材料、部品を使用すること 

・リサイクルを困難にする加工（異種材質の融合等）を削減すること 

    ・異種材料の分離が容易な構造とすること 
    ・リサイクルを困難にする材料、部品が容易に分離できる構造とすること 

・電動アシスト自転車の二次電池をリサイクル並びに廃棄処分時に容易に取り外し 

ができる構造とすること 

 

 

 

 

 

 

 



 

  ４）製品の処理を容易にするための構造・材料の工夫 

 

    ・部品の数を削減すること 
    ・リサイクル可能な材料、部品とするための解体・分離が容易な構造とすること 

    ・リサイクルのための解体・分離の方法を確立すること 

    ・容易に移動、運搬できる構造とすること 

    ・破砕、切断が困難あるいは破砕機を損傷する恐れがあるものは事前に分離できる 

     構造とすること 

    ・焼却時に溶融、腐食性ガス等により施設を損傷する恐れのあるものは事前に分離 

     できる構造とすること 

 

 

  ５）再生資源の利用のための分別を容易にするための工夫 

 

・ＪＩＳに基づく合成樹脂製部品の材質名の表示等によりリサイクル可能な材料、 

 部品の材質の判別を容易にすること 

・新規金型作製時並びに材質変更の場合には、樹脂の材料表示記号を入れる努力を 

すること 
    ・リサイクルが困難な材料の分別が容易にできること 

 

 

  ６）処理に係る安全性への配慮 

 

    ・リサイクル時に有害な物質を発生する等、処理に係る安全性を阻害する恐れのあ 

     る物質・部品の使用を可能な限り回避すること 

    ・やむを得ず処理に係る安全性を阻害する恐れのある部品を使用する場合は、当該 

     部品の分離が容易な構造とすること 

    ・やむを得ず処理に係る安全性を阻害する恐れのある物質・部品を使用する場合は、 

     当該物質・部品に関する表示を明確にすること 

    ・処理作業者にとって取り扱いが安全な構造とすること 

 

 

  ７）安全性への配慮 
 

    ・再生部品又は再生資源の利用を促進する際には、製品の安全性その他必要な事項 

     に配慮すること 

 

 

 

 

 

 

 



 

８．まとめと今後の課題 

 リサイクル配慮設計の評価には、リサイクル容易な素材の比率、有害・有毒・危険物質の

比率、再生素材の比率等々多くの評価項目について検討評価することが基本となるが、現在

のところこれらについて定量的に評価することは難しいので、各企業において個別の製品実

態の特性に対応した製品アセスメントチェックシートを作成の上、従来製品との比較検討に

より代替材料への転換等を図ることが考えられる。 

 また、今後さらなるリサイクル技術開発の進展や環境ＪＩＳの整備等に対応するため、よ

り広範な環境に配慮した製品設計を目指すための課題を以下に整理する。 

 

  １）リサイクル配慮設計の高度化 

    リサイクルを考慮した設計の高度化は、その製品の解体、分解、破砕、選別、処理の 

    工程の実情と実態を十分把握し、それを設計段階から反映させていくことが必要であ 

    る。 

  ２）リサイクル配慮設計の評価法の確立 

    リサイクル配慮設計の評価法については、素材レベルから部品及び製品レベルにわた 

    る個別のリサイクル配慮設計に係わる、より合理的な定量評価法の確立が必要である。 

  ３）リサイクル設計の標準化と使用素材の共通化 

    再資源化現場における作業性及び経済性の向上を図るため、リサイクル配慮設計の評 
    価基準、方法について可能な限り規格化（ＪＩＳ等）と使用素材（樹脂等）の共通化 

が必要である。 
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